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仙台市立病院医業未収金回収業務委託仕様書 

 

 

１. 業務委託名 

  仙台市立病院医業未収金回収業務委託 

 

２. 目 的 

  本業務は、仙台市立病院（以下「委託者」という。）における医業未収金等徴収対策の一環

として、医業未収金等（以下「未収金」という。）の回収業務において弁護士又は弁護士法人

の技術や経験を活用し未収金を縮減することで、患者負担の公平性を確保し、経営を安定させ

ることを目的とする。 

 

３. 業務内容 

(１)未収金回収業務（通常） 

① 文書や電話等による督促及び催告 

② 居所不明者に係る住所等の調査 

③ 債務者からの支払方法等の相談業務 

④ 戸別訪問業務 

⑤ 保証人や相続人への回収業務 

⑥ 債務者からの入金に係る業務 

(２)支払督促申立手続業務及び訴訟対応 

(３)強制執行手続業務 

(４)その他 

① 委託者からの相談業務 

② その他（１）から（３）に関連する業務（遅延損害金の徴収等を含む） 

③ 全ての業務において再委託は不可とする。 

(５)委託対象未収金 

委託者が複数回督促等を行っても入金がない未収金（委託対象未収金には、診療費以外

の、委託者が保有するその他の債権を含む）で、回収業務を委託することが適当であると

委託者が判断したものを一覧リストで通知する。ただし、次の者に係る未収金は対象とし

ない。 

① 破産により免責となった者 

② 分割納入中又は支払方法等について相談中の者 

③ 未収金額の合計が１，０００円未満の者 

④ その他委託者が委託を行わないことが適当と判断した者 

 

(６)実施報告 

① 定期報告 

回収の実績及び対応状況については、毎月末時点で締め、翌月１０日（当該日が土日
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祝日の場合は前平日）までに委託業務実施報告書を作成し、委託者に報告すること。

また、その他必要な事項についても委託者に適時報告すること。 

② 随時報告 

未収者等とのトラブル、苦情等が発生した場合は委託者に報告すること。 

③ 回収中止報告 

回収が困難で、徴収業務を断念する場合には委託者に報告すること。 

 

４. 契約期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。 

 

５. 委託料 

(１)未収金回収業務（通常） 

督促や支払方法の相談等の業務（３ 業務内容（１））を実施し、債務者から入金された

場合の委託料は、回収した未収金の金額にあらかじめ契約にて定めた成功報酬料率を乗

じた額とする。成功報酬には、業務に必要な設備、人材、機材等の費用（それらを準備す

るための費用を含む。）及びそれらに付随する事務費その他一切の諸経費を含むものとす

る。また、算定の結果、１円未満の端数が生じた場合は切り捨てるもの（（２）以降も同

様）とする。 

(２)支払督促申立手続業務及び訴訟対応 

① 債務者に対する支払督促申立手続を行うこと。また、訴訟に移行した場合は、委託

者の代理人として、債務者と委託者との間における未収金に関する訴訟対応を行う

こと。なお、支払督促手続業務を実施する場合の対象者については、あらかじめ委

託者にそのリストを提出し、委託者との協議の上決定する。 

② 支払督促申立手続業務及び訴訟対応を実施した場合の委託料における着手金は、案

件の金額にあらかじめ契約にて定めた着手金割合を乗じた額とする。なお、支払督

促手続が訴訟対応に移行した場合、訴訟に係る着手金を別途支払うものとする。 

また、成功報酬は支払督促申立手続または訴訟の結果、和解等による分割納入も含

め、当該金銭を具体的に回収したときに発生するものとし、回収した未収金の金額

にあらかじめ契約にて定めた成功報酬料率を乗じた額とする。 

③ 支払督促申立手続業務または訴訟対応の結果、未収金を回収することができなかっ

た場合の委託料は着手金のみとし、当該業務に取りかかったときに一括で支払うも

のとする。 

④ 事務費（印紙代、切手代、謄写代、書類取付費、交通費、裁判所に納める金銭）は、

②、③の手続きに係る実費相当を、費用確定の都度一括で支払うものとする。 

(３)強制執行手続業務 

① 業務内容（２）において、和解後の不履行もしくは仮執行宣言が決定した案件につ

いて強制執行の申立てを行うこと。なお、強制執行手続業務を実施する場合の対象

者については、あらかじめ委託者にそのリストを提出し、委託者との協議の上決定

する。ただし、差し押さえる財産がなかった場合、当該債権のその後の対応につい

ては、その都度委託者と受託者の間で協議し決定する。 

② 強制執行手続業務を実施した場合の委託料における着手金は、案件の金額にあらか
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じめ契約にて定めた着手金割合を乗じた額とする。 

また、成功報酬は強制執行手続業務を実施し、債権を全部または一部回収できた場

合に発生し、回収した未収金の金額にあらかじめ契約にて定めた成功報酬料率を乗

じた額とする。 

③ 強制執行手続業務について、財産調査等強制執行に係る手続きを行ったが、強制執

行ができなかった場合の委託料は、着手金のみとし、当該業務に取りかかったとき

に一括で支払うものとする。 

④ 事務費（印紙代、切手代、謄写代、書類取付費、交通費、裁判所に納める金銭）は

①、②、③の手続きに係る実費相当を、費用確定の都度一括で支払うものとする。 

⑤ 強制執行手続業務において債務者の上訴等により委託範囲と異なる手続きに移行

する場合は、その内容について委託者と受託者間で再度協議のうえ決定する。 

(４)その他 

① 委託未収金が受託者を介さず委託者に入金された場合は、受託者の回収金とみな

し、委託料の算定に合算するものとする。また、委託者は入金があった旨を受託者

に連絡するものとする。 

② 未収者の健康保険適用の有無に関わらず、未収金に対する回収金額を委託料算定の

対象とする。 

③ 受託者は、(１)から(３)において債務者から回収した額を翌月１０日（当該日が土

日祝日の場合は前平日）までに毎月末時点での回収金を委託者の指定する金融機関

の口座に振込み、請求書を送付するものとする。また、委託者は回収金の入金、手

続きの着手や事務費の発生状況及び請求書の内容を照合したうえで、請求書の受理

日から３０日以内に委託料を支払うものとする。 

 

６. 禁止事項 

督促・催告、電話折衝、戸別訪問等の受託業務を実施する際には強引な回収手法など、社

会通念上問題のある対応を行わないこと。 

 

７. 個人情報の取扱い 

  受託者は、当該業務で知り得た内容については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７号）に基づき、適切な管理を行うこと。また、別記「個人情報等の取扱いに関する

特記仕様書」を遵守すること。 

 

８. その他 

(１)契約期間終了後に受託者の口座に振込まれた未収金は、全て委託者に帰属すること。 

(２)原則として委託者との情報共有等は紙媒体とすること。ただし、委託者と協議のうえ、

業務上必要最低限の範囲で外部記録媒体を使用することができるものとする。 

(３)本仕様書に記載のない事項又は疑義が生じた場合は、委託者と受託者が協議のうえ、決

定するものとする。 
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別記 

個人情報等の取扱いに関する特記仕様書 

 

１ 定義 

（１）個人情報 

個人情報の保護に関する法律第 2 条第 1 項（仙台市議会における業務を委託する場合にあって

は，仙台市議会の個人情報の保護に関する条例第 2 条第 1 項）に規定する個人情報をいう。 

 

（２）死者情報 

   死者に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ，それにより，特

定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 

 

（３）個人情報等 

   個人情報及び死者情報を総称していう。 

 

２ 個人情報等の適正な取扱い 

 

（１）個人情報等の取扱い 

この契約において，「個人情報等の取扱い」とは，個人情報等に関する収集，記入，編集，加工，

修正，更新，検索，入力，蓄積，変換，合算，分析，複写，複製，保管，保存，搬送，伝達，出

力，消去，廃棄等の一切の行為をいう。 

 

（２）個人情報等の適正な取扱いに関する規定の遵守 

受注者は，この契約の履行に伴う個人情報等の取扱いについて，個人情報の保護に関する法律又

は仙台市議会の個人情報の保護に関する条例及び仙台市死者情報保護事務取扱要綱の趣旨に則

り，業務委託契約書に規定する個人情報等の保護に関する事項を遵守しなければならない。 

   

（３）個人情報等の取扱いについての再委託の禁止 

受注者は，この契約の履行に伴う個人情報等の取扱いについて，再委託をしてはならない。 

ただし，特別な事情があると発注者が認めた場合はこの限りではない。 

 

（４）個人情報等の適正な取扱いの確保に関する調査票の遵守 

受注者は，発注者に提出した個人情報等の適正な取扱いの確保に関する調査票に記載した事項

を遵守しなければならない。 

 

３ 個人情報等の取扱いを行う場所及び作業内容 

 

（１）作業場所及び作業内容 

個人情報等の取扱いを行う場所（以下「作業場所」という。）及び作業内容は，別紙「個人情報

等の取扱いに係る作業場所及び作業内容に関する届」のとおりとする。 
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（２）届の提出等 

受注者は，「個人情報等の取扱いに係る作業場所及び作業内容に関する届」を，個人情報等の取

扱いに係る作業の開始前までに発注者に提出しなければならない。 

 

（３）作業場所等の変更 

受注者は，作業場所又は作業内容について変更しようとする場合は，変更の理由を付して発注者

に書面で申し入れ，変更後の作業場所又は作業内容について，発注者による事前の調査及び承認

を受けなければならない。 

なお，作業場所の変更には，別の場所への切替えのほか，区画，部屋等の仕切りの変更，設備の

改造等を含む。 

 

４ 個人情報等の取扱いに係る体制 

 

（１）管理監督者 

① 管理監督者とは，個人情報等保護責任者及び,作業責任者をいう。 

 

② 個人情報等の取扱いに係る作業の管理監督者は，別紙「個人情報等の取扱いに係る管理監督

者に関する届」（以下「管理監督者届」という。）のとおりとする。 

 

（２）作業従事者 

個人情報等の取扱いに係る作業従事者は，別紙「個人情報等の取扱いに係る作業従事者に関する

届」（以下「作業従事者届」という。）のとおりとする。 

 

（３）誓約書 

受注者は，管理監督者及び作業従事者に対して，個人情報等の取扱いに関する遵守事項を周知し，

社内において，個人情報等の適正な取扱いに関して誓約書に押印させ，提出させなければならな

い。 

 

（４）届等の提出等 

受注者は，管理監督者届，作業従事者届及び誓約書の写しを，個人情報等の取扱いに係る作業の

開始前までに発注者に提出しなければならない。 

 

（５）管理監督者又は作業従事者に関する変更等 

① 受注者は，管理監督者又は作業従事者について変更し，追加し，又は減少させようとする場

合は，変更等の理由を付して発注者に書面で申し入れ，管理監督者又は作業従事者の変更等につ

いて，発注者の事前の承認を受けなければならない。 

管理監督者又は作業従事者に関する事項（役職，氏名，経歴，資格，作業内容，所属，身分その

他個人情報等の保護に関して重要な事項）について変更しようとする場合も同様とする。 

② ①による管理監督者又は作業従事者の変更等にあたっては，申入れの書面に，変更後の管理

監督者届，作業従事者届及び誓約書（誓約書については，変更又は追加された管理監督者又は作

業従事者の分に限る。）を添付しなければならない。 
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（６）第三者による個人情報等の取扱いの禁止等 

① 受注者は，（４）の届に記載した者又は（５）の発注者の承認を受けた者以外の個人及び法

人その他の団体（以下「第三者」という。）に，個人情報等の取扱いを行わせてはならない。 

② 受注者は，この契約の履行において，第三者に個人情報等の取扱いを行わせる必要があると

判断するときは，その理由を付して発注者に書面で申し入れ，当該第三者による個人情報等の取

扱いについて，発注者の事前の承認を受けなければならない。 

 

５ 個人情報等の受渡し，搬送 

 

（１）個人情報等の受渡し 

① 受注者は，個人情報等の受渡し（納品，貸与品の返却に伴うものを含む。以下同じ。）につ

いて，その日時，場所，担当者，内容，数量等の必要な事項を計画として定め，当該計画を記載

した書面を発注者に提出しなければならない。 

② 発注者及び受注者は，現に個人情報等の受渡しを行う場合には，その日時，場所，担当者，

内容，数量等の必要な事項について記録した書面を作成し，受渡し完了後に発注者と受注者双方

の署名，押印等をもって確認するものとする。 

 

（２）個人情報等の搬送 

① 受注者は，個人情報等の搬送について，その日時，経路，担当者，荷物の梱包状況，使用車

両，交通手段等の必要な事項を計画として定め，当該計画を記載した書面を発注者に提出しなけ

ればならない。 

② 発注者及び受注者は，現に個人情報等の搬送を行う場合には，その日時，経路，担当者，荷

物の梱包状況，使用車両，交通手段等の必要な事項について記録した書面を作成し，搬送完了後

に発注者と受注者双方の署名，押印等をもって確認するものとする。 

 

（３）計画の変更等 

受注者は，個人情報等の受渡し及び搬送に関する計画を変更しようとする場合は，変更後の計画

を記載した書面を発注者に提出しなければならない。 

 

（４）計画を記載した書面等の統合 

個人情報等の受渡し及び搬送に関する計画を記載した書面（変更に係るものを含む。）及び現に

個人情報等の受渡し及び搬送を行う場合の記録の書面は，発注者と受注者の協議により，これら

の書面の全部若しくは一部又はこの契約の履行に係る他の書面と統合して作成し，使用するこ

とができる。 

 

６ 個人情報等の保護に関する計画 

 

（１）人的，物理的及び技術的な保護に関する措置の計画 

受注者は，個人情報等の取扱いにあたっての人的，物理的及び技術的な保護に関する以下の措置

について具体的な計画を定め，当該計画を記載した書面を発注者に提出し，事前に発注者の承認

を受けなければならない。 
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・個人情報等の保護，適正な取扱いに関する遵守事項の周知（周知文の配付，掲示等） 

・個人情報等の保護に関する研修等の実施 

・管理監督者の作業への立会い・監督等の体制の整備（管理監督者の人数，立会い時間，作業の

開始・終了，休憩時間の監督体制等） 

・作業場所等における管理監督者及び作業従事者の表示（名簿の作成，掲示等） 

・管理監督者，作業従事者，訪問者等第三者の識別（識別票の携行，名札の着用等） 

・作業場所で従事している者の把握（出欠の表示等） 

・作業分担の周知・確認（作業分担表の作成，掲示，配付等） 

・作業従事者の入替わり・交代の手順（入替わり・交代に要する時間，業務の引継ぎ・確認等） 

・作業場所への出入の管理（守衛，ＩＤカード等による入室権限の確認等） 

・作業場所の施錠の管理（施錠者・開錠者の指定，鍵の保管方法等） 

・作業に使用する機器類（主にパソコン，外付けドライブ等の情報機器等）の限定・特定（種類・

性能，台数等の確認，複数業務の同時並行処理の禁止等） 

・持込み・持出し品等の管理（出入者，許可者，日時，目的，持出し・持込み物品の記録等） 

・個人情報等の保管方法（耐火保管庫の設置・利用，保管庫の鍵の管理等） 

・個人情報等の管理方法（保管場所からの持出し，返却方法等） 

・個人情報等の不正な複製，複写等の防止（持ち運び型の電磁的記録媒体への記録・複製の権限

管理，紙媒体の複写の権限管理等） 

・防犯（守衛による巡視，機械による監視等） 

・防火（防火責任者の指定等） 

・物品紛失，盗難等の防止（端末等のワイヤー固定，外部記録媒体等の物品の数量管理等） 

・個人情報等への不正なアクセスの防止（ＩＤ・パスワードによる権限確認，アクセス記録の作

成・保管，ネットワークからの独立等） 

・個人情報等の送信防止（電子メール等による個人情報等の送信の防止等） 

・個人情報等の改ざん・破壊・漏えい等の防止（ウィルスチェックの実施，作業機器への不要な

ソフトウェアの導入禁止等） 

・事故・障害による被害の拡大防止（バックアップの適切な取得，バックアップの保管方法，補

助電源の設置等） 

・事故・障害発生時の緊急連絡体制の整備（発注者・受注者・その他の関係者等の連絡網の作成，

周知等） 

・作業状況の報告（作業日報の作成，定期的又は発注者の要求に応じた作業状況の報告等） 

・作業上不要な情報の消去，廃棄等（消去・廃棄方法の指定とその確認・記録等） 

・契約の終了・解除又は発注者の指示による貸与品の返却，成果品の納品，複写物等の消去・廃

棄等（返却・納品・消去・廃棄方法の指定とその確認・記録等） 

 

（２）受注者の工夫等 

① （１）の措置の事項は例示であって，受注者が，この契約の履行にあたり特に必要とされる

措置又は受注者の工夫による保護の措置について計画することを妨げない。 

② 受注者は，（１）の措置について，これらを複合的に実施し，個人情報等の保護をより確実

なものとしなければならない。 

 

（３）計画の変更等 
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受注者は，個人情報等の保護に関する計画を変更しようとする場合は，変更後の計画を記載した

書面を発注者に提出し，事前に発注者の承認を受けなければならない。 

 

（４）計画の是正等 

① 発注者は，受注者の提出した計画を記載した書面（変更に係るものを含む。）について，個

人情報等の保護に関する措置として不十分な点があると認めるときは，受注者に是正を求める

ことができる。 

② 受注者は，発注者による是正の要求に対して，速やかに対応しなければならない。 

 

７ 立会い，実地調査等 

 

（１）作業への立会い 

① 受注者は，この契約の履行に係る個人情報等の取扱いの作業について，発注者が立会いを求

める場合は，これを拒否してはならない。 

ただし，受注者自身の情報保護措置に支障をきたす等の正当な理由がある場合は，その理由を明

示して，発注者の立会いを拒否することができる。 

② 発注者は，①のただし書きにより，作業への立会いを拒否された場合は，受注者に対して作

業状況の報告を求めることができる。 

 

 

（２）個人情報等の取扱いに関する調査 

① 発注者は，この契約の履行に係る個人情報等の取扱いの状況について，受注者の作業場所そ

の他の施設について，定期又は不定期に調査を行うことができる。 

この契約が終了し，又は解除された場合においては，この契約の履行に係る個人情報等の取扱い

に関する事項に限り，受注者に対して調査を行うことができる。 

② 受注者は，①の調査を拒否してはならない。 

ただし，受注者自身の情報保護措置に支障をきたす等の正当な理由がある場合は，その理由を明

示するとともに，この契約の履行に係る個人情報等の取扱いが適正であることを証明したとき

に限り，発注者の調査を拒否できる。 

 

（３）個人情報等の取扱いに関する改善指導 

①発注者は，（２）に規定する調査により，受注者の個人情報等の取扱いに不適切な点を認めた

ときは，受注者に対して，必要な是正措置をとるべきことを請求することができる。 

②受注者は，発注者による是正措置の請求に対して，速やかに対応しなければならない。 
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個人情報等の取扱いに係る作業場所及び作業内容に関する届 

 

令和  年  月  日 

 

発注者 仙台市病院事業管理者 様 

 

受注者 

              

 

「（契約名称）」に係る個人情報等の取扱いの作業場所及び作業内容について，下記のとおり届

けます。 

 

記 

 

（１）所 在 地： （所在住所） 

 

   名 称： （ビル等建物の名称，所在階，区画・部屋等の名称） 

 

   作業内容： （この作業場所で行う作業の詳細） 

 

 

（２）所 在 地： 

 

   名 称： 

 

作業内容： 

 

 

（３）所 在 地： 

 

   名 称： 

 

作業内容： 

 

＜以下，作業場所があるごとに追加し，又は別紙等により補足＞ 

 

【記載要領】 

① 作業場所ごとに，所定の事項を記載すること。 

② 作業場所は，壁面，仕切り等により他の区画，部屋等から物理的に独立している区画，部

屋等の最小の単位をもって 1と数えるものであること。 

③ 必要に応じて見取り図，設備一覧等を添付すること。 
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個人情報等の取扱いに係る管理監督者に関する届 

 

令和  年  月  日 

 

発注者 仙台市病院事業管理者 様 

 

受注者 

              

 

「（契約名称）」に係る個人情報等の取扱いの管理監督者について，下記のとおり届けます。 

 

記 

 

（１）個人情報等保護管理責任者 

役職・氏名： 

経歴・資格： 

選任の目的： 

 

 

（２）作業責任者 

役職・氏名： 

経歴・資格： 

選任の目的： 

 

 

（３）○○管理者 

役職・氏名： 

経歴・資格： 

選任の目的： 

 

 

＜以下，個人情報等を管理し，作業を管理監督する立場にある者を追加する＞ 

 

 

 

 

 

【記載要領】 

① 個人情報等を管理し，作業を管理監督する立場にある者について記載すること。 

② 選任の目的を明確にし，各管理監督者の設置の趣旨，権限・責任の範囲等を記載すること。 
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個人情報等の取扱いに係る作業従事者に関する届 

 

令和  年  月  日 

 

発注者 仙台市病院事業管理者 様 

 

受注者 

              

 

「（契約名称）」に係る個人情報等の取扱いの作業従事者について，下記のとおり届けます。 

 

記 

 

氏名 従事する作業の内容 所属，身分（正社員，契約社員

等） 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

＜以下，作業の従事者ごとに追加し，又は別紙等により補足＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記載要領】 

① 個人情報等の取扱いに係る作業の従事者のすべてについて記載すること。 

② 従事する作業の内容は，詳細に記載すること。 

③ 所属・身分については，受注者とその使用する者との雇用契約等の関係（正規採用，臨時

採用，派遣受入れ等）が分かる内容を記載すること。 


